
教育業界における PEST分析（5年後

の未来予測を含む） 

P（政治的要因） 

• ・地方自治体の子育て支援策や教育無償化の拡大により、特定地域で幼児教室の需

要が急増する可能性がある。特に少子高齢化が進む地域では、定住支援としての教

育施策が強化される。 

• ・教育のデジタル化推進を後押しする政府補助金（例：GIGAスクール構想の拡張）

が塾や幼児教育市場にも波及。補助金対象のプログラム開発や IT 導入が競争力の鍵

となる。 

• ・労働政策の変化（働き方改革、保育士不足への支援強化）が学童保育の運営形態

に影響。人材確保が経営リスクと直結する。 

• ・地政学リスクの高まりにより、海外帰国子女向け教育ニーズが国内に戻ってくる

可能性も。特に都市部での国際教育型サービスの需要が増加する仮説。 

E（経済的要因） 

• ・物価上昇に伴う家庭の可処分所得の減少は、教育支出の優先順位を下げ、特に“必

要性が明確でない”幼児教室が打撃を受けやすい。 

• ・中間層の縮小により、プレミアム型教育（高価格帯）と低価格サブスクリプショ

ン型の二極化が進行。柔軟な料金設計が求められる。 

• ・円安が長期化する場合、輸入教材コストや海外ライセンス使用料が上昇。海外コ

ンテンツ依存の高い教室はコスト構造を見直す必要。 

• ・親世代の副業・フリーランス化が進むことで、放課後や休日の学童ニーズが増加

するという副次的な経済構造変化が起きる可能性。 

S（社会的要因） 

• ・Z世代親の「自己肯定感」重視や非詰め込み教育志向が強まり、教室の教育哲学

やコンセプトが保護者の意思決定に直結する。 

• ・SNS での教育体験シェアや“エビデンス教育”志向が拡大し、口コミ・レビューの

透明性が成否を左右。特に幼児教室は「可視化」が鍵。 

• ・地方では過疎化が加速し、通塾・通学圏が狭まりオンライン授業とのハイブリッ

ドが前提に。都市部との教育格差問題も再燃。 

• ・ジェンダー意識の変化や多様な家庭形態（共働き・LGBTQ+家庭等）に対応できる

柔軟な教育体制が求められる。 



T（技術的要因） 

• ・生成 AI（例：ChatGPT、音声対話型 AI）の進化により、個別最適化学習や AI チュ

ーターが一般化。講師の役割はファシリテーター化。 

• ・VR/AR 教育の浸透により、教室型学習の付加価値が「体験共有」にシフト。没入

型の幼児教育市場が形成される可能性。 

• ・マイクロラーニングやゲーミフィケーション導入による子どもの“学びの継続率”

可視化が技術的に可能に。 

• ・EdTech企業との連携が競争力の差を決定づける。自前で技術開発せずとも API 連

携などの“組み合わせ力”が問われる時代に。 

🔮【5年後の未来シナリオ】 

• ・もしも AIチューターが義務教育に導入され、学習が“国標準化”される時代が来た

ら、学習塾や幼児教室の価値は『人格形成・非認知能力育成』にシフトする。 

• ・人口減少が想定より早く進み、学校統廃合が進行した場合、放課後や長期休暇の

学童ニーズが急激に高まる可能性。教育×福祉の連携が鍵となる。 

• ・保護者による教育内容への関与が“プラットフォーム化”され、教室評価が常時公

開される時代が到来。教育の運営は完全に透明化される仮説。 


